
○ 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に
関わる者である「関係人口」に着目し、地域外からの交流の入り口を増やすことが必要（「これから
の移住・交流施策のあり方に関する検討会」）。

○ 地域との関わりを持つ者に対する地域づくりに関わる機会の提供や地域課題の解決等に意欲を持
つ地域外の者との協働実践活動等に取り組む地方公共団体を支援するモデル事業を実施。将来的には、
「定住人口」の増加も期待。

(1)地域との関わりを持つ者に対して

その地域にルーツがある者等を対象に、「関係人口」
を募る仕組みを地方公共団体が設け、その取組に賛同
する者に対して地域と継続的なつながりを持つ機会を
提供。

「関係人口」 「ふるさと」

地域との継続的な
つながりふるさと納税制度を活用し、ふるさとに一定の関心

を持っている寄附者に対して地域と継続的なつながり
を持つ機会を提供。

スキルや知見を有する都市部の人材等が、地域課題に
関する講座を受講し、地域において地方公共団体と協働
して実践活動等に取り組むことなどにより、都市部で暮
らしながら、地域課題の解決等に継続的に関わるきっか
けを提供。

① その地域にルーツがある者等

② ふるさと納税の寄附者

(2)これから地域との関わりを持とうとする者等に対して

⇒Ｈ30は、地域との関わりを持つ者のうち、①その地域に
ルーツがある者等、②ふるさと納税の寄附者を対象にモ
デルを構築。

「関係人口」として地域と継続的なつながりを持つ機会・きっかけを提供する取組

「関係人口」創出事業 H30予算 2.5億円

１６団体

８団体

９団体

※（１）において３団体は、①・②双方に取り組むため、それぞれに団体数を計上している。



○「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々
と多様に関わる者。

○地方圏は、人口減少・高齢化により地域づくりの担い手不足という課題に直面しているところ、地域に
よっては若者を中心に、変化を生み出す人材が地域に入り始めており、「関係人口」と呼ばれる地域
外の人材が地域づくりの担い手となることが期待できる。

「関係人口」のイメージ 「関係人口」に期待される役割

（参考）「関係人口」とは

「これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会報告書」より
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「「関係人口」創出事業」のスケジュール（案）

●最終報告会
（2月中）
・モデル団体の
成果報告
・アドバイザリボー
ドの視察報告 等

広 報

●セミナー開催（6～8月）
・「関係人口」に関する講演 ・総務省施策紹介
・モデル団体からの募集案内（団体の参加は任意）
・名刺交換会

※スキルや知見を有する
都市部の人材を中心に
訴求

進捗状況調査

●ポータルサイトの開設（モデル団体独自の募集・広報に関する情報も掲載）

「関係人口」を募る仕組みの構築
⇒継続的なつながりを持つ機会の提供

・地域づくり活動（景観維持活動や地域の伝統行事等）への参加
・ふるさとサポーター証（パブコメへの参加、公共施設利用等）の発行
・広報誌、ふるさと納税活用事業報告書の送付
・ふるさと納税活用事業の現地視察 等

現地において、モデル団体・地域の関係者等と
参加者が協働した課題解決への取組を実施

地域の現状や地域課題等に関する講座や
意見交換

①地域課題に関する講座

②協働実践活動

成果分析
（参加者アンケー
ト・報告書作成）

●成果報告書
提出

（2月中旬）

●
全
体
成
果
報
告
書
公
表

募集・広報
団体独自の説明会・
ポータルサイト等による
アプローチ等
⇒参加者を随時選定

地域課題・求める
人材像・カリキュラム
の詳細設定、協働
実践活動の受入れ
体制（現地メンター
等）の確保などにつ
いて、総務省による
研修等を実施予定

開講準備

事業準備
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